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18  但しアメリカの外交史研究者モウワー（Alfred Glenn Mower Jr）によると、カーター政権後期とレー
ガン政権における人権外交は、レーガン政権が「人権外交」と名づけなかったが実際にはアメリカの
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Jr, Human Rights and American Foreign Policy : The Carter and Reagan Experiences (New York : 
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20  共同提案国はアメリカ、ベルギーである。
21  John Fly, ibid, p.57.なお、ソ連の国際関係研究者であるクズネツォフ（Vladlen Kuznetsov）は著書
の中で、情報・信条の自由な流通などは国家間の合意のもとに行われるべきである、と指摘してい
る。また、主権の平等、内政不干渉原則、領土保全の原則を基本として異なる陣営間の交流がなさ
れるべきであるとも指摘している。Vladlen Kuznetsov, Europe : Ten Years after Helsinki, (Progress 
Publishers : Moscow, 1985), pp.220-222.
22  Jan Sizzo& Rudolf Th. Jurrjens, ibid.、p.251.
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する論調が見られた。Sarah B.Snyder,〝Jerry, Don’t go” : Domestic Opposition to the 1975 Helsinki 
Final Act, Journal of American Studies, 44-1(2010), pp.67-81
39  宮脇昇『CSCE人権レジームの研究』国際書院、2003年、46-47頁。
65冷戦期CSCEプロセスにおけるソ連外交とマイノリティ問題
「人権」条項による東側陣営への批判は内政不干渉原則（第六原則）によって
阻止され、一方で東側諸国の注目点であった安全保障問題に関しては、東西両
陣営が共通のテーブルに着くことが約束されたからである。
　また、ソ連側は人権問題の批判に関して一つの切り札を有していた。それが、
マイノリティ問題である。レーニン（Vladimir Lenin）は共産主義体制におけ
る民族問題を重要視し、ソ連における民族問題の解決策として民族別の自治共
和国、自治州、自治管区などの設置、また文字を持たない民族に対する文字の
設定、民族教育機関の設立など、民族問題の「解決」に様々なメカニズムを設
定した。先にも検討した通り国際連合の場において「自決権」の明確な設定を
求めるなど、「マイノリティ問題」の「解決」はソ連にとって誇るべき成果物
であるとみなされてきた。
　ベオグラード再検討会議に始まる諸検討会議において、ソ連側は西側諸国の
批判に対し、西側諸国にある民族問題を指摘することで批判をかわそうとして
いた。このように、ソ連側は自国の「民族問題の解決」を積極的ではないにせ
よ、西側諸国への有効な攻勢材料の一つとみなし、積極的にアピールを行って
いた。
　この「民族問題の解決」に関する分岐点の一つが、ゴルバチョフ（Mikhail 
Sergeevich Gorbachev）書記長の登場とペレストロイカ・グラスノスチである。
言論の自由が存在しない、もしくは低度の言論の自由しかない社会においては、
民族問題は表面化しにくい。しかしその社会が言論の自由がある程度存在する
ようになると、それまで抑圧されてきた民族問題が表面化し、顕在化する。ペ
レストロイカ・グラスノスチによってそれまで潜在化していた民族問題がメス
へティア・トルコ人問題、クリミア・タタール人問題、ナゴルノ・カラバフ紛
争や独ソ不可侵条約付属議定書によってソ連に併合されていたバルト三国の独
立運動などが一斉に顕在化したのが、1985年以降のソ連国内情勢であった。
そしてソ連がウィーン再検討会議を契機にマイノリティ問題に消極的な姿勢を
示し始めるのも、この時期であった。
　ウィーン再検討会議以降、マイノリティをめぐる外交姿勢に変化が見られた
内部的要因としては、以下の二点を挙げることが可能であろう。まず一点目に
はソ連自体がマイノリティ問題で揺れていることで、西側諸国に対して「マイ
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ノリティ問題解決」の優位性を示すことが事実上不可能になった点である。も
う一点の要因としては、ウィーン再検討会議では西側諸国に対してソ連の人権
状況が必ずしも好ましいものではないことを認め、改善する必要性を事実上認
めた。ソ連側は西側諸国からの人権に関する批判を受け入れており、西側諸国
のマイノリティ問題を指摘することで反論する必要性が消滅したと指摘するこ
とが可能である 40。
3－2．外部要因
　マイノリティ問題に対するソ連外交を規定するもう一つの要因として、外部
要因も存在している。CSCEプロセスにおけるマイノリティ問題は、国際社会
におけるマイノリティの権利問題と同様、人権の枠内において処理すべきであ
るという見解が、参加国に共有されていた。ソ連はその為に、西側諸国の人権
侵害に関する批判に対し、マイノリティ問題を取り上げることが可能であった
のである。
　しかしながら特に冷戦終結以降、マイノリティ問題が冷戦後欧州の問題とし
て大きく焦点があてられるようになると、この人権の枠内での処理に限界が生
じるようになってきていた。そのために当初、1990年に開催されたコペンハー
ゲン人的側面会議、1991年開催のジュネーブ少数民族専門家会議やモスクワ
人的側面会議では、マイノリティ問題を人権のアプローチとは別個のものとし
て扱い、マイノリティ問題の解決を図ろうとしていた。しかし、マイノリティ
問題を別個のものとして取り扱う点に関しては、国内にマイノリティを抱える
イギリス、スペインなどの反対もあり、1992年のプラハ閣僚級会議（Prague 
Ministerial Council）からは、オランダなど一部の国は人権レジームの枠組み
を残しつつ、紛争予防レジームと結合させ、新たなマイノリティ保護レジーム
40  ベオグラード再検討会議最終文書は非同盟・中立諸国の努力により最終文書案が作成されたものの、
それが最終文書となることはなかった。また、マドリッド再検討会議最終文書も、東西の人権観の
相違などから合意形成に難航した。一方で、ウィーン再検討会議最終文書マイノリティに関する文
章以外は比較的スムーズにまとまっている。また、1989年に開催されたパリ人的側面会議では、ソ
連はポーランド、ハンガリーと並んで人権項目に関しては積極的姿勢を示しており、従来の消極的
姿勢を変えなかったブルガリア、ルーマニア、東ドイツ、チェコスロヴァキアとは対照的なものと
なっている。
67冷戦期CSCEプロセスにおけるソ連外交とマイノリティ問題
の形勢を試み、最終的には少数民族高等弁務官の設置に至ることになった 41。
　このような情勢の元、ソ連外交においてマイノリティ問題を取り上げなくな
る外部的要因として、マイノリティ問題が人権問題とは別個の存在であるとい
う認識を一部諸国が持ち始めていた、という点が重要である。特にコペンハー
ゲン人的側面会議では、先にも検討したように新たなメカニズム制定に関して
ソ連は反対の姿勢を示していた 42。
　マイノリティ問題がすでに大きな問題となっていたソ連にとって、人権と別
枠でマイノリティ問題を検討することは、自決権などのマイノリティの権利問
題とも直結し、自国の維持に大きな影響を与えるものとなる。それゆえに、ソ
連としてはマイノリティ問題をCSCEの枠内で取り上げることがなくなってき
たのである。
おわりに
　「諸民族の牢獄」と呼ばれたロシア帝国が崩壊し、その後の指導者となった
レーニンは、民族問題に関して注意を払い、自決権に関しても独自の見解を有
していた。その為にロシア帝国の支配下にあったフィンランド、ポーランドや
バルト三国は独立を達成し、また中央アジア、カフカス地方やウクライナ、ベ
ラルーシなどでは民族共和国が成立し、共和国を構成する必要条件を満たさな
いと判断された民族には自治管区が設置された。この他ソ連のみならず第二次
世界大戦以降に成立した中国においても、民族識別工作を実施し、民族自治区
41  この人権レジームからマイノリティ保護レジームが形成される過程に関しては、拙著『CSCE少数
民族高等弁務官と平和創造』国際書院、2014年参照。
42  この会議ではリトアニア外相サウダルガス（Algirdau Saudargas）リトアニア外相、エストニア外
相メリ（Lennart Meri）、ラトヴィア外相ユルカンス（Janis　Yurkans）、及びリトアニア大統領が
代表となった三国共同による要請文書が、議長国デンマークに対して提出されている。この三国共
同で求めたオブザーバー参加は、北欧諸国が好意的反応を見せていたものの西側諸国の同意を得ら
れず、ソ連が拒絶したために見送られている。基調演説においては、西側各国ともバルト情勢に関
し遺憾の意を表明すると同時に、話し合いによる解決を求めている。北欧諸国も憂慮の念を表明し
たが、西側諸国のうちもっとも厳しい口調で批判を行ったのはアメリカおよびアイスランドである。
アイスランド外相ハンニバルソン（Jon Baldvin Hannibalsson）、第二回全体会合ステートメント、6
月5日及び、アメリカ合衆国国務長官ベーカー、第三回全体会合ステートメント、6月6日。  
　ただし三国の主要な参加目標は翌年のパリ首脳会議への（オブザーバー）参加であり、この要請
はあくまで外交的主張の一環として提出された要請であろう。また、1991年8月のソ連における
クーデターの後、バルト三国のCSCEモスクワCHDに独立国の資格によって参加することを求めた
のは、スウェーデン、デンマーク、ハンガリーであった。
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などの設置を行うなど、一定程度の配慮を行ってきた。また、労働者階級の支
配する国家として、民族問題は階級概念で超越することが可能である、とも考
えられていた。
　このように、共産国では民族問題は西側とは異なり、解決可能もしくは解決
したかのように国際社会ではふるまってきた。CSCE交渉においても民族問題
の一つの要素である自決権問題に関して、ユーゴスラヴィアが議論をリードし、
ソ連もそれに対して反対しないなど、共産主義国の優位性を示すものであった。
　しかしながら、その民族問題は「解決されていた」わけではなく、「解決さ
れているふり」であったことは、1980年代以降にソ連並びにユーゴスラヴィ
アの民族問題に起因する諸問題の発生や、ソ連の東欧への支配が揺らぎだした
一九八六年のウィーン再検討会議ではハンガリーが同陣営のルーマニアのマイ
ノリティ政策を批判するなどの事例から明らかである。
　本論文で明らかにしたことは、第二次世界大戦以降、民族問題は人権問題と
して取り扱うことで、世界各国の合意をみていた。CSCEプロセスにおけるソ
連の民族問題に関する対応も、民族問題は従属変数であって独立変数ではな
かったことである、このことは、自国に問題が発生して以来姿勢を変化させた
ことからも明らかである。
